
教第 59 号議案 

 

神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関す

る条例等の一部を改正する条例案及び神戸市職員定数条例の一部を改正する条例

案に関する意見決定について 

神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する

条例等の一部を改正する条例及び神戸市職員定数条例の一部を改正する条例を制定する

に当たり，教育長に委任する事務等に関する規則（昭和 31 年 11 月教育委員会規則第 8

号）第２条第５号の規定に基づき提示すべき意見を別紙のように決定する。 

令和３年１月 25 日提出 

神戸市教育委員会事務局  

事務局長  長谷川 達也 

 

 

  



神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関す

る条例等の一部を改正する条例案及び神戸市職員定数条例の一部を改正する条例

案に関する意見  

神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する

条例等の一部を改正する条例及び神戸市職員定数条例の一部を改正する条例の制定につ

いては異議ありません。  

   令和３年１月 25 日  

神戸市教育委員会  

教育長 長 田  淳  
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第   号議案  

神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例

に関する条例等の一部を改正する条例の件  

 神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関

する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。  

   令和３年２月 18日提出  

                    神戸市長  久   元   喜   造  

   神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例

に関する条例等の一部を改正する条例  

 （地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する

条例の一部改正）  

第１条  神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特

例に関する条例（平成 31年３月条例第 34号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については，次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは，当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは，当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。  

改正後  改正前  

地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和 31年法律第 162号。以下

「法」という。）第 23条第１項の規定

に基づき，次に掲げる教育に関する事

務については，市長が管理し，及び執

行するものとする。  

地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和 31年法律第 162号。以下

「法」という。）第 23条第１項の規定

に基づき，次に掲げる教育に関する事

務については，市長が管理し，及び執

行するものとする。  
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(1) 図書館，博物館，美術館，公民

館，婦人会館及び神戸市生涯学習支

援センター（以下「特定社会教育機

関」という。）の設置，管理及び廃

止に関すること（法第 21条第７号か

ら第９号まで及び第 12号に掲げる

事務のうち，特定社会教育機関のみ

に係るものを含む。）。  

(1) 図書館，博物館，美術館及び神

戸市生涯学習支援センター（以下

「特定社会教育機関」という。）の

設置，管理及び廃止に関すること

（法第 21条第７号から第９号まで

及び第 12号に掲げる事務のうち，特

定社会教育機関のみに係るものを

含む。）。  

(2)， (3)  ［略］  (2)， (3)  ［略］  

 （環境保健研究所手数料条例の一部改正）  

第２条  [略 ] 

（市民福祉調査委員会条例の一部改正）  

第３条  [略 ] 

（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）  

第４条  [略 ] 

   附  則  

（施行期日）  

１  この条例は，令和３年４月１日から施行する。  

（公民館条例の一部改正）  

２  神戸市公民館条例（昭和 26年５月条例第 42号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については，次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは，当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは，当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。  



3 

改正後  改正前  

（使用の許可）  （使用の許可）  

第５条  施設（前条の表に規定するロ

ビーその他の便益施設を除く。第７

条及び別表第１号において同じ。）

又はその附属設備（以下「施設等」

という。）を使用しようとする者は，

規則で定めるところにより，市長の

許可を受けなければならない。  

第５条  施設（前条の表に規定するロ

ビーその他の便益施設を除く。第７

条及び別表第１号において同じ。）

又はその附属設備（以下「施設等」

という。）を使用しようとする者は，

教育委員会規則で定めるところによ

り，教育委員会の許可を受けなけれ

ばならない。  

２  市長は，前項の許可に公民館の管

理運営上必要な条件を付し，又はこ

れを変更することができる。  

２  教育委員会は，前項の許可に公民

館の管理運営上必要な条件を付し，

又はこれを変更することができる。  

（許可の基準）  （許可の基準）  

第６条  市長は，次の各号のいずれか

に該当するときは，前条第１項の許

可をしてはならない。  

第６条  教育委員会は，次の各号のい

ずれかに該当するときは，前条第１

項の許可をしてはならない。  

(1)～ (3)  ［略］  (1)～ (3)  ［略］  

(4) 前３号に掲げるもののほか，市

長がその使用を不適当であると認

めるとき。  

(4) 前３号に掲げるもののほか，教

育委員会がその使用を不適当であ

ると認めるとき。  

２  市長は，次の各号のいずれかに該

当するときは，前条第１項の許可を

しないことができる。  

２  教育委員会は，次の各号のいずれ

かに該当するときは，前条第１項の

許可をしないことができる。  

(1)， (2) ［略］  (1)， (2) ［略］  

（使用期間）  （使用期間）  

第７条  施設は，引き続き３日を超え 第７条  施設は，引き続き３日を超え
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る独占的な使用をすることはできな

い。ただし，市長が特別の理由があ

ると認めるときは，この限りでない。 

る独占的な使用をすることはできな

い。ただし，教育委員会が特別の理

由があると認めるときは，この限り

でない。  

（使用料の納付）  （使用料の納付）  

第９条  使用料は，前納しなければな

らない。ただし，規則で定める特別

の理由があるときは，後納すること

ができる。  

第９条  使用料は，前納しなければな

らない。ただし，教育委員会規則で

定める特別の理由があるときは，後

納することができる。  

（使用料の減免）  （使用料の減免）  

第 10条  市長は，規則で定める特別の

理由があるときは，規則で定めると

ころにより，使用料を減額し，又は

免除することができる。  

第 10条  教育委員会は，教育委員会規

則で定める特別の理由があるとき

は，教育委員会規則で定めるところ

により，使用料を減額し，又は免除

することができる。  

（使用料の返還）  （使用料の返還）  

第 11条  既納の使用料は，返還しない。

ただし，規則で定める特別の理由が

あるときは，規則で定めるところに

より，その全部又は一部を返還する

ことができる。  

第 11条  既納の使用料は，返還しない。

ただし，教育委員会規則で定める特

別の理由があるときは，教育委員会

規則で定めるところにより，その全

部又は一部を返還することができ

る。  

（特別の設備の設置等）  （特別の設備の設置等）  

第 12条  使用者は，特別の設備又は器

具を設置し，又は使用しようとする

ときは，あらかじめ，市長の許可を

受けなければならない。  

第 12条  使用者は，特別の設備又は器

具を設置し，又は使用しようとする

ときは，あらかじめ，教育委員会の

許可を受けなければならない。  

２  ［略］  ２  ［略］  
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（許可の取消し等）  （許可の取消し等）  

第 14条  市長は，使用者が次の各号の

いずれかに該当するときは，第５条

第１項若しくは第 12条第１項の許可

を取り消し，又は施設等の使用の制

限をし，若しくは使用の停止を命ず

ることができる。  

第 14条  教育委員会は，使用者が次の

各号のいずれかに該当するときは，

第５条第１項若しくは第 12条第１項

の許可を取り消し，又は施設等の使

用の制限をし，若しくは使用の停止

を命ずることができる。  

(1) この条例若しくはこの条例に基

づく規則又はこれらに基づく指示

に違反したとき。  

(1) この条例若しくはこの条例に基

づく教育委員会規則又はこれらに

基づく指示に違反したとき。  

(2)～ (5) ［略］  (2)～ (5) ［略］  

２  市長は，次の各号のいずれかに該

当するときは，使用者に対し，前項

に規定する処分をすることができ

る。  

２  教育委員会は，次の各号のいずれ

かに該当するときは，使用者に対し，

前項に規定する処分をすることがで

きる。  

(1)， (2) ［略］  (1)， (2) ［略］  

（入館の制限等）  （入館の制限等）  

第 15条  市長は，次の各号のいずれか

に該当する者に対しては，公民館へ

の入館を拒絶し，又は公民館からの

退館を命ずることができる。  

第 15条  教育委員会は，次の各号のい

ずれかに該当する者に対しては，公

民館への入館を拒絶し，又は公民館

からの退館を命ずることができる。  

(1)～ (5) ［略］  (1)～ (5) ［略］  

（行為の禁止）  （行為の禁止）  

第 16条  何人も，公民館内において，

公民館の管理上支障がある行為で規

則で定めるものをしてはならない。  

第 16条  何人も，公民館内において，

公民館の管理上支障がある行為で教

育委員会規則で定めるものをしては

ならない。  
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（立入り等）  （立入り等）  

第 17条  市長は，公民館の管理上必要

があると認めるときは，使用を許可

した場所に立ち入り，関係者に質問

し，又は必要な指示をすることがで

きる。  

第 17条  教育委員会は，公民館の管理

上必要があると認めるときは，使用

を許可した場所に立ち入り，関係者

に質問し，又は必要な指示をするこ

とができる。  

（原状回復の義務）  （原状回復の義務）  

第 18条  ［略］  第 18条  ［略］  

２  市長は，使用者が前項の義務を履

行しないときは，その原状回復に必

要な措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。  

２  教育委員会は，使用者が前項の義

務を履行しないときは，その原状回

復に必要な措置をとるべきことを命

ずることができる。  

（施行細目の委任）  （施行細目の委任）  

第 20条  公民館の開館時間及び休館日

その他この条例の施行に関し必要な

事項は，規則で定める。  

第 20条  公民館の開館時間及び休館日

その他この条例の施行に関し必要な

事項は，教育委員会規則で定める。  

別表（第８条関係）  別表（第８条関係）  

(1) ［略］  (1) ［略］  

(2) 附属設備の使用料  (2) 附属設備の使用料  

１設備１回につき 3,000円の範

囲内において規則で定める額  

１設備１回につき 3,000円の範

 囲内において教育委員会規則で定

 める額  

（婦人会館条例の一部改正）  

３  神戸市婦人会館条例（昭和 48年３月条例第 71号）の一部を次のように改正す

る。  

  次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）
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については，次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは，当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは，当該改正部分を削る。  

  (3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。  

改正後  改正前  

（使用の許可）  （使用の許可）  

第４条  婦人会館の会議室を使用しよ

うとする者は，市長の許可を受けな

ければならない。  

第４条  婦人会館の会議室を使用しよ

うとする者は，教育委員会規則で定

めるところにより，教育委員会の許

可を受けなければならない。  

２  市長は，前項の許可に婦人会館の

管理運営上必要な条件を付し，又は

これを変更することができる。  

２  教育委員会は，前項の許可に婦人

会館の管理運営上必要な条件を付

し，又はこれを変更することができ

る。  

３  次の各号のいずれかに該当すると

きは，市長は，第１項の許可をして

はならない。  

３  次の各号のいずれかに該当すると

きは，教育委員会は，第１項の許可

をしてはならない。  

(1)， (2) ［略］  (1)， (2) ［略］  

(3) 前２号に掲げるもののほか，市

長がその使用を不適当であると認

めるとき。  

(3) 前２号に掲げるもののほか，教

育委員会がその使用を不適当であ

ると認めるとき。  

４  市長は，次の各号のいずれかに該

当するときは，第１項の許可をしな

いことができる。  

４  教育委員会は，次の各号のいずれ

かに該当するときは，第１項の許可

をしないことができる。  

(1)， (2) ［略］  (1)， (2) ［略］  

（許可の取消し）  （許可の取消し）  

第５条  前条第１項の許可を受けた者 第５条  前条第１項の許可を受けた者
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（以下「使用者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは，

市長は，同項の許可を取り消すこと

ができる。  

（以下「使用者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは，

教育委員会は，同項の許可を取り消

すことができる。  

(1) ［略］  (1) ［略］  

(2) この条例若しくはこの条例に基

づく規則又はこれらに基づく指示

に違反したとき。  

(2) この条例若しくはこの条例に基

づく教育委員会規則又はこれらに

基づく指示に違反したとき。  

(3)， (4) ［略］  (3)， (4) ［略］  

２  市長は，次の各号のいずれかに該

当するときは，使用者に対し，前条

第１項の許可を取り消すことができ

る。  

２  教育委員会は，次の各号のいずれ

かに該当するときは，使用者に対し，

前条第１項の許可を取り消すことが

できる。  

(1)， (2) ［略］  (1)， (2) ［略］  

（使用料）  （使用料）  

第６条  ［略］  第６条  ［略］  

２  使用者が入場料その他これに類す

る料金を徴収する場合の使用料は，

別表に定める額の５割増しの範囲内

において規則で定める。  

２  使用者が入場料その他これに類す

る料金を徴収する場合の使用料は，

別表に定める額の５割増しの範囲内

で教育委員会規則で定める。  

（使用料の減免）  （使用料の減免）  

第７条  市長は，規則で定める特別の

理由があると認めるときは，規則で

定めるところにより，使用料を減額

し，又は免除することができる。  

第７条  教育委員会は，公用に供し，

又は公益を目的とするもので，教育

委員会規則で定める理由があると認

めるときは，使用料を減額し，又は

免除することができる。  

（使用料の返還）  （使用料の返還）  
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第８条  既納の使用料は，返還しない。

ただし，会議室を使用しないことに

ついて，市長がやむを得ない理由が

あると認めるときは，その全部又は

一部を返還することができる。  

第８条  既納の使用料は，返還しない。

ただし，会議室を使用しないことに

ついて，教育委員会がやむを得ない

理由があると認めるときは，その全

部又は一部を返還することができ

る。  

（入館の制限等）   

第９条  市長は，次の各号のいずれか

に該当する者に対して，入館を拒絶

し，又は退館を命ずることができる。 

 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を害す

るおそれがある者  

 

(2) 他人に危害を及ぼし，若しくは

他人の迷惑になるおそれがある者

又はこれらのおそれがある動物そ

の他の物を携帯する者  

 

(3) 施設又はその附属設備を汚損

し，損傷し，又は滅失させるおそれ

がある者  

 

(4) 婦人会館の管理上必要な指示に

従わない者  

 

(5) 前各号に掲げるもののほか，婦

人会館の管理上支障があると認め

られる者  

 

（行為の禁止）   

第 10条  何人も，婦人会館内において，

婦人会館の管理上支障がある行為で

規則で定めるものをしてはならな
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い。  

（立入り等）   

第 11条  市長は，婦人会館の管理上必

要があると認めるときは，使用を許

可した場所に立ち入り，関係者に質

問し，又は必要な指示をすることが

できる。  

 

（損害の賠償等）   

第 12条  婦人会館の建物又は附属設備

を損傷し，又は滅失させた者は，こ

れを原状に復し，又はその損害を賠

償しなければならない。  

 

（指定管理者の指定等）  （指定管理者の指定等）  

第 13条  市長は，次に掲げる婦人会館

の管理に関する業務を婦人会館の管

理について地方自治法（昭和 22年法

律第 67号）第 244条の２第３項の規定

による市長の指定を受けたもの（以

下「指定管理者」という。）に行わ

せることができる。  

第９条  教育委員会は，次に掲げる婦

人会館の管理に関する業務を婦人会

館の管理について地方自治法（昭和  

22年法律第 67号）第 244条の２第３項

の規定による教育委員会の指定を受

けたもの（以下「指定管理者」とい

う。）に行わせることができる。  

(1)～ (4)［略］  (1)～ (4)［略］  

(5) 前各号に掲げるもののほか，市

長が定める業務  

(5) 前各号に掲げるもののほか，教

育委員会が定める業務  

２  指定管理者の指定を受けようとす

る法人その他の団体は，事業計画書

その他の規則で定める書類を市長に

提出しなければならない。  

２  指定管理者の指定を受けようとす

る法人その他の団体は，事業計画書

その他の教育委員会規則で定める書

類を教育委員会に提出しなければな

らない。  
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３  市長は，指定管理者の指定をし，

又はその指定を取り消したときは，

その旨を告示するものとする。  

３  教育委員会は，指定管理者の指定

をし，又はその指定を取り消したと

きは，その旨を告示するものとする。 

４  指定管理者に第１項の業務を行わ

せている場合における第４条第１項

から第４項まで，第５条第１項及び

第２項，第９条並びに第 11条の規定

の適用については，これらの規定中

「市長」とあるのは「第 13条第１項

に規定する指定管理者」とする。  

４  指定管理者に第１項の業務を行わ

せている場合における第４条第１項

から第４項まで，第５条第１項及び

第２項，第７条並びに前条の規定の

適用については，これらの規定（第

４条第１項，第５条第１項，第７条

及び前条を除く。）中「教育委員会」

とあるのは「第９条第１項に規定す

る指定管理者」と，第４条第１項中

「教育委員会の」とあるのは「第９

条第１項に規定する指定管理者の」

と，第５条第１項及び第７条中「教

育委員会は」とあるのは「第９条第

１項に規定する指定管理者は」と，

前条中「教育委員会」とあるのは「次

条第１項に規定する指定管理者」と

する。  

（施行細目の委任）  （施行細目の委任）  

第 14条  婦人会館の休館日及び利用時

間その他この条例の施行に関し必要

な事項は，規則で定める。  

第 10条  婦人会館の休館日及び利用時

間その他この条例の施行に関し必要

な事項は，教育委員会規則で定める。 

別表（第７条関係）［略］  別表（第６条関係）［略］  

 （公民館条例等の一部改正に伴う経過措置）  

４  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例の規定による

改正前の神戸市公民館条例又は神戸市立婦人会館条例（以下これらを「旧条例」
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という。）の規定に基づき教育委員会が行った許可，指定，承認その他の行為

でこの条例の施行の際限にその効力を有するもの又は旧条例の規定に基づき教

育委員会に対してなされた許可，承認の申請その他の行為でこの条例の施行の

際限にその効力を有するものについては，施行日以後にあっては，市長が行っ

た許可，指定，承認その他の行為又は市長に対してなされた許可，承認の申請

その他の行為とみなす。  

 

理    由  

 組織等の改正等に当たり，条例を改正する必要があるため。  
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第   号議案  

神戸市職員定数条例の一部を改正する条例の件  

神戸市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。  

令和３年２月 18日提出  

神戸市長  久   元   喜   造   

神戸市職員定数条例の一部を改正する条例  

神戸市職員定数条例（昭和 24年９月条例第 146号）の一部を次のように改正す

る。  

 次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては，次のとおりとする。  

 ⑴  改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは，当該改正

部分を当該改正後部分に改める。  

 ⑵  改正部分のみ存在するときは，当該改正部分を削る。  

 ⑶  改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。  

改正後  改正前  

（職員の定数）  （職員の定数）  

第２条  職員の定数は，次に掲げると

おりとする。  

第２条  職員の定数は，次に掲げると

おりとする。  

(1) 市長の事務部局及び市長の所管

に 属 す る 教 育 機 関 の 職 員  8 , 1 2 0

人 （ う ち 福 祉 事 務 所 職 員  7 9 8

人）  

(1) 市長の事務部局及び市長の所管

に 属 す る 教 育 機 関 の 職 員  8 , 1 6 0

人 （ う ち 福 祉 事 務 所 職 員  7 9 8

人）  

(2)～ (4) 〔略〕  (2)～ (4) 〔略〕  

(5) 教育委員会の事務部局及び教育

委員会の所管に属する学校その他

の 教 育 機 関 の 職 員  9 , 2 7 4人 （ う

ち教育職員  8,429人）  

(5) 教育委員会の事務部局及び教育

委員会の所管に属する学校その他

の 教 育 機 関 の 職 員  9 , 3 0 1人 （ う

ち教育職員  8,431人）  

(6) 消防職員  1,460人  (6) 消防職員  1,431人  

(7) 〔略〕  (7) 〔略〕  

(8) 農業委員会の事務部局の職員  (8) 農業委員会の事務部局の職員  
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11人  10人  

(9)， (10) 〔略〕  (9)， (10) 〔略〕  

(11) 合計  20,604人  (11) 合計  20,641人  

２  〔略〕  ２  〔略〕  

   附  則  

 この条例は，令和３年４月１日から施行する。  

 

理     由  

事務事業の増減に伴い職員定数を変更するに当たり，条例を改正する必要があ

るため。  
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社会教育施設移管に伴う手続きの流れ 

 

１．条例改正について 

（１）対象条例 

  ・ 神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する条例 

・ 神戸市公民館条例 

・ 神戸市立婦人会館条例 

（２）手続きの流れ 

  ① 条例改正にかかる市長から教育委員会への意見聴取について、教育委員会会議において意

見決定（１月 25日） …P16【Ａ】 

  ② 条例改正にかかる議会から教育委員会への意見聴取について、教育長が臨時代理すること

の可否について議決（１月 25日） …P17【Ｂ】 

※２月の教育委員会会議は８日のみのため、臨時代理による回答を行う 

  ③ ②について、臨時代理により教育長が意見決定（２月 10日頃） 

  ④ 改正条例の議案上程（市会本会議、２月 18日） 

  ⑤ ③について、意見決定の内容について教育委員会会議において報告（３月８日）…P18【Ｃ】 

 

２．教育委員会で廃止し、市長部局で制定する規則について 

（１）対象規則 

  ・ 神戸市公民館条例施行規則 

・ 神戸市婦人会館条例施行規則 

（２）手続きの流れ 

  ① 市長部局において新たに規則を制定するにあたり、市長から教育委員会になされる事前協

議に対して回答（１月 25日） …P17【Ｄ】 

  ② 教育委員会規則の廃止について、教育長が臨時代理することの可否について議決（３月８

日）…P18【Ｅ】  ※改正条例の議決後に教育委員会会議が開催されないため 

  ③ １．（２）④において上程された改正条例の議決（市会本会議、３月 26日） 

  ④ ②について、教育長の臨時代理により廃止規則の制定（３月 29日頃） 

 

３．改正する教育委員会規則について 

（１）対象規則 

・ 神戸市教育委員会事務局組織規則 

・ 教育機関の組織に関する規則 

・ 神戸市教育委員会職員職名規則 

・ 教育委員会職員の勤務時間及び休暇に関する規則 

・ 神戸市における暴力団の排除の推進に関する条例施行規則 

（２）手続きの流れ 

  ① 組織改正に伴う教育委員会規則の改正について、教育長が臨時代理することの可否につい

て議決（３月８日）…P18【Ｅ】 ※改正条例の議決後に教育委員会会議が開催されないため 

  ② １．（２）④において上程された改正条例の議決（市会本会議、３月 26日） 

  ③ ①について、教育長の臨時代理により改正規則の制定（３月 29日頃） 
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令和３年１月 25日 

教 職 員 課 

 

社会教育施設の移管に伴う手続きについて 

 

令和３年度より、公民館(７館)、婦人会館を市長部局へ移管するにあたり、「神

戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例に関する

条例」「神戸市公民館条例」「神戸市立婦人会館条例」を改正する。また、組織改

正に伴い「神戸市職員定数条例」の改正を行う。 

 

 

１．第 59号議案 

（１）「神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例

に関する条例等の一部を改正する条例」案に関する意見決定について 

① 移管に関する条例改正にかかる市長からの意見聴取 …P15【Ａ】 

「神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の

特例に関する条例」改正にかかる市長から教育委員会への意見聴取につい

て意見決定 

 

＜改正箇所＞ 

   下記条項において（１）を追記。 

 

第２条 神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の

特例に関する条例（平成 31年３月条例第 34号）の一部を次のように改正する。 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号。以下「法 

律」という。）第 23条第１項の規定に基づき，次に掲げる教育に関する事務に 

ついては，市長が管理し，及び執行するものとする。 

  ⑴ 図書館，博物館，美術館，公民館，婦人会館及び神戸市生涯学習支援セン

ター（以下「特定社会教育機関」という。）の設置，管理及び廃止に関するこ

と（法律第二十一条第七号から第九号まで及び第十二号に掲げる事務のうち，

特定社会教育機関のみに係るものを含む。）。 

  ⑵ スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

  ⑶ 文化に関すること 

 

 

② 特定社会教育施設所管の設置・運営等についての条例改正にかかる意見聴取 

公民館・婦人会館の条例改正にかかる市長から教育委員会への意見聴取

について意見決定 (対象条例は次のとおり) 
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・ 神戸市公民館条例 

・ 神戸市婦人会館条例 

 

＜主な改正箇所＞ 

   「教育委員会」を「市長」に、「教育委員会規則」を「規則」に改正 

 

（２）「神戸市職員定数条例の一部を改正する条例」案に関する意見決定について 

「神戸市職員定数条例改正」にかかる市長から教育委員会への意見聴取 

について意見決定 

 

＜関連する改正箇所＞ 

教育委員会の事務局及び教育委員会の所管に属する学校 

その他の教育機関の職員 

9,301 人 （うち教育職員 8,431 人） 

↓ △27          ↓ △2 

9,274 人 （うち教育職員 8,429 人） 

 

＜主な増減の要因＞ 

・ 公民館等の市長部局への移管による減        

・ 特別支援学校の新設による増 

・ 人材派遣・民間事業者導入による管理員・調理士の減 

 

 

２．第 60号議案 

２月に議会から行われる「神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律

に基づく職務権限の特例に関する条例等の一部を改正する条例」案にかかる意

見聴取に対する回答について、教育長が臨時代理を行う。 …P15【Ｂ】 

 

 

３．第 61号議案 

   市長部局において新たに規則を制定するにあたり、市長から教育委員会にな

される事前協議に対する回答を行う(対象規則は別記２のとおり)。 …P15【Ｄ】 

 

＜主な改正箇所＞ 

   「教育委員会」を「市長」に、「教育委員会規則」を「規則」に改正 
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４．移管へ向けた今後の対応(予定) 

 (１) ３月８日の教育委員会会議 

  ① 臨時代理の報告（報告事項）…P15【Ｃ】 

・ 「神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の

特例に関する条例等の一部を改正する条例」案にかかる議会から教育委員

会への意見聴取について臨時代理により教育長が意見決定した内容の報告 

 

  ② 関連規則の改廃について(議決) …P15【Ｅ】 

・ 市長部局へ移管する社会教育機関（公民館・婦人会館）等に係る教育委

員会規則の廃止について、教育長が臨時代理することの可否を諮る。 

 ・ 組織改正に伴う教育委員会規則の改正について、教育長が臨時代理する

ことの可否を諮る(対象規則は別記３のとおり)。 

 

(別記) 

 

 １．改正条例 

  ・ 神戸市地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務権限の特例

に関する条例 

・ 神戸市公民館条例 

・ 神戸市立婦人会館条例 

 

２．教育委員会で廃止し、市長部局で制定する規則 

  ・ 神戸市公民館条例施行規則 

・ 神戸市婦人会館条例施行規則 

 

３．改正する教育委員会規則(確認中) 

・ 神戸市教育委員会事務局組織規則 

・ 教育機関の組織に関する規則 

・ 神戸市教育委員会職員職名規則 

・ 教育委員会職員の勤務時間及び休暇に関する規則 

・ 神戸市における暴力団の排除の推進に関する条例施行規則 
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